日本に残された時間は１０年　2004.01.01　 浅江季光
今年から国民の負担が増え「改革を怠けた(失われた)10年」の付けが回ってきたようたである。改革を怠けた10年間は日本の歴史に残る汚点となるであろう。

日本の根底を揺るがす本質的問題は、少子高齢化と行政の財政破綻である。この二つは将来の日本の運命を決する要因であり、個人も企業も蚊帳の外ではあり得ない。
現在、日本の人口は１億2,668万人、15才未満が14.2%、65才以上が18.8%である。将来とも都市部は若者が集まり賑わうと思われる。郡部の人口１万人以下の町村(全国市町村の約48%)では、65才以上は全国平均の２倍以上である。団塊世代が一挙に年寄りの仲間入りする10年後の平成25年(2013年)には、65才以上は24.4%と推計されている。そのとき郡部は２人に１人は年寄りである。
人口が現在の半分であった昭和2年(1927年)は、6,166万人、15才未満が36.7%、65才以上が4.8%である。１億人になったのが昭和42年(1967年)、１億24万人、15才未満が14.4%、65才以上が6.6%である。当時の日本は、子供の数が多く年寄りの少ない発展途上国で、国に勢いがあった。これからの日本は、人口的に間違いなく衰退の方向である。生産年齢(15才～65才未満)の人口減少を補うには、毎年64万人の補充移民(現在の日本は外国人登録者178万人、人口比1.4%・ドイツ8.9%・米国10.6%)を受け入れなければならないという推計がある。日本は、来年からタイ、マレーシア、フイリッビンとFTA(自由貿易協定)で労働市場の開放を話し合うことになる。
問題の本質は、現在の日本の社会構造が、人生50年で年寄りが少なく、若者が中心という前提で出来上がっていることである。その代表が年金である。今や人生80年、年寄りが多くなり、労働力も補充移民に頼らざるを得ない社会構造に変革できるかである。
行政の財政破綻は致命的である。来年度予算で、国と地方の長期債務が719兆円、GDPの1.4倍、国民金融資産1,400兆円の半分を使ってしまった計算になる。国民一人当たり567万円の借金を誰が返済するのか。国民が税金で返すしかないが、他人事のように自分の借金だとは思っていない。返済どころでなく、現在の歳出を賄うために、国や地方の公債(借金)依存度は高まるばかりである。来年度の国の公債依存率は44.6%である。産業の空洞化、人口的衰退の中で返済は不可能に近い。どうするのか、先送りするばかりで誰も話題にもしない。
何故そうなったのか。バブル経済がはじけた時に、本来スリム化しなければならないのに、政府は景気対策の名の下に、各市町村に借金(地方債)を奨励し、作らなくてもよい箱物を沢山つくってきた。各市町村も返済の義務のない補助金は、使わないと損だとばかりに無駄使いをしてきた。改革を怠けた10年間で借金が急増した。その借金返済と維持費が市町村の財政に重くのしかかってきている。
政府はその上に、市町村合併に伴う交付金、特例債を10年間保障すると言っているが保障できる訳がない。更に「改革を怠けた10年」で借金を重ねたら、国民金融資産を完全に食い潰し日本は破綻する。名目はともかく、実質的に交付金、補助金を削減・廃止せざるを得ない。その時に税源委譲を含めて、行政の姿がどうなっているのか見えてこない。
日本は外貨準備高、海外純資産はダントツで世界一の金持ちである。経済的には後10年は持ちこたえるであろう。団塊世代が年寄りの仲間入りするのも後10年。日本に残された時間は10年である。これからの10年は「改革の10年」にしなけばならない。
